
貸 借 対 照 表
（平成30年 3⽉31⽇）

（単位 千円）

科 目 ⾦ 額 科 目 ⾦ 額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 5,276,797 流動負債 3,251,316

現⾦及び預⾦ 3,710,549 買掛⾦ 621,825

売掛⾦ 623,564 ⼯事未払⾦ 469,060

完成⼯事未収⼊⾦ 597,123 未払⾦ 2,157

未成⼯事⽀出⾦ 25,512 未払費用 525,801

前払費用 32,073 未払法人税等 570,688

繰延税⾦資産 215,100 前受⾦ 2,848

その他 73,000 未成⼯事受⼊⾦ 18,078

貸倒引当⾦ △127 預り⾦ 524,020

賞与引当⾦ 354,620

固定資産 2,739,554 その他 162,214

有形固定資産 483,056

建物 236,666 固定負債 706,278

構築物 1,031 退職給付引当⾦ 668,601

機械及び装置 15,095 資産除去債務 26,246

⾞両運搬具 0 その他 11,430

工具、器具及び備品 27,675

土地 202,586

無形固定資産 1,855,980

のれん 1,750,751 負債合計 3,957,594

ソフトウエア 98,522 （純資産の部）

その他 6,706 株主資本 4,058,757

投資その他の資産 400,517 資本⾦ 100,000

破産更⽣債権等 4,366 資本剰余⾦ 100,000

繰延税⾦資産 239,900 資本準備⾦ 100,000

その他 160,617 利益剰余⾦ 3,858,757

貸倒引当⾦ △4,366 利益準備⾦ 50,000

その他利益剰余⾦ 3,808,757

別途積⽴⾦ 1,000,000

繰越利益剰余⾦ 2,808,757

純資産合計 4,058,757

資産合計 8,016,351 負債・純資産合計 8,016,351
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

3. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

 なお、主な耐⽤年数は、次の通りであります。

(2) 無形固定資産

定額法

 なお、⾃社利⽤のソフトウエアについては、社内における利⽤可能期間（5年）に基づく定額法を採⽤しております。

4. 引当⾦の計上基準

(1) 貸倒引当⾦

(2) 賞与引当⾦

 従業員への賞与⽀給に充てるため、⽀給⾒込額基準⽅式により計上しております。

(3) 退職給付引当⾦

 従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年⾦資産の⾒込額に基づき計上しております。

退職給付引当⾦および退職給付費⽤の処理⽅法は以下のとおりであります。

① 退職給付⾒込額の期間帰属⽅法

② 数理計算上の差異及び過去勤務費⽤の費⽤処理⽅法

5. 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付⾒込額を当事業年度末までの期間に帰属させる⽅法については、給付算定式基準に

よっております。

 数理計算上の差異は、各事業年度の発⽣時における従業員の平均残存勤務期間以内の10年による定額法により按分した額を

それぞれ発⽣の翌事業年度から費⽤処理しております。

 過去勤務費⽤は、発⽣時に全額費⽤処理しております。

主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの⽅法により算

定。）

 売上債権、貸付⾦等の貸倒損失に備えるため、⼀般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能⾒込額を計上しております。

そ の 他 有 価 証 券

（時価のないもの） ……

……未 成 工 事 支 出 ⾦

 ただし、建物（建物附属設備を除く。）ならびに平成28年4⽉1⽇以後に取得した建物附属設備および構築物については、定額法

を採用しております。

 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる⼯事契約（⼯期がごく短期間のものを除く。）については⼯事進⾏基

準を適⽤し、その他の⼯事契約については⼯事完成基準を適⽤しております。なお、⼯事進⾏基準を適⽤する⼯事の当事業年度における

進捗度の⾒積りは、原価⽐例法によっております。

建 物 3年~50年

構 築 物 10年

工 具 、 器 具 及 び 備 品 4年~20年

機 械 及 び 装 置 10年~15年
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6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理⽅法

(2) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、16年間で均等償却しております。

株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当事業年度末における発⾏済株式の数 株

2. 当事業年度中に⾏った剰余⾦の配当

2,368

平成30年3⽉30⽇

決議 株式の種類 配当⾦の総額
1株当たり

配当額
基準日 効⼒発⽣⽇

 消費税等の会計処理は税抜⽅式によっております。なお、控除対象外消費税等は、当事業年度の期間費⽤として処理しております。

平成30年3⽉22⽇

臨時株主総会
普通株式 1,900,000 千円 802,364.86 円 平成30年3⽉22⽇

貸借対照表および個別注記表に記載の⾦額は、表⽰単位未満を切り捨てて表⽰しております。
（注）
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